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Ⅰ 国内農業等をめぐる情勢 

１．新型コロナウイルス対策の動き 

◇ 緊急事態宣言 

○  安倍晋三首相は４月７日、新型コロナウイルス感染症対策本部を開

催し、東京など７都府県を対象とする緊急事態宣言を発令した。 

 

○  また、４月 16 日の同本部では、緊急事態宣言の対象地域を全国に

拡大すること決め、宣言対象の７都府県に本県を含む６道府県を加え

「特定警戒都道府県」と位置づけた。 

 

○  農水省は全国への緊急事態宣言受け、各県に現地対策本部を設置し

た。地方自治体と連携し、生産・流通を滞留させないことに重視しな

がら緊急経済対策の施策で販売を後押しすることを決めた。 

 

○  政府は５月４日、同月６日で期限が切れる緊急事態宣言を、全国を

対象に３１日まで延長することを決めた。 

 

○  本県を含む１３の特定警戒都道府県は休業要請の継続を決めたが、

それ以外の３４県は、政府が「地域の実情に応じて判断する」とした

ため、各自治体の判断に委ねられている。本県では５月１７日まで休

業要請を行い、その後の対応は、国の状況などを見極めて決めること

としている。 

 

○  緊急事態宣言の延長に対して江藤拓農水相は、さらなる食品関連産

業への影響が懸念されると指摘し、「引き続き農家や関連業者向けに

策定した事業継続に関するガイドラインの改正を必要に応じて検討

する」との考えを示した。 

 

◇ 補正予算 

○  緊急経済対策を盛り込んだ2020年度政府補正予算（総額25兆6,914

億円）が４月 30 日の参議院本会議で可決・成立した。国民への一律

10 万円の現金給付、個人農家や農業法人を含め売上が急減した事業

者に最大 200万円を給付する「持続化給付金」などが柱となった。 
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○  農林水産関係の総額は農畜産業振興機構（ＡＬＩＣ）の事業費を含

めると 5,448 億円。需要が減る農産物の販売促進、農家の経営支援、

輸出の維持・促進等が柱となり、園芸農家らの次期策支援、価格下落

などの影響が出ている和牛肉の流通促進対策などを盛り込んだ。 

（支援策の概要は「新型コロナウイルス感染症の影響を受ける農林漁

業者・食品関連事業者の皆様へ」（令和２年４月・農林水産省）を参

照） 

 

○  また、新型コロナの影響で外国人技能実習生らが来日できず、人材

確保が難航している農家に対し、代替人材を雇う場合のかかり増し経

費などを補助する事業費なども盛り込まれた。 

 

○  政府・与党は新型コロナウイルスの感染拡大を受けた事業者への家

賃支援等をめぐり、追加の経済対策として、さらなる補正予算措置を

視野に検討を始める方針となっている。 

 

◇ ＪＡグループ茨城の動き 

○  ＪＡグループ茨城では、医療関係の影響への対策（保険診療を行う

医療機関に適用する施設基準の特例措置や院内感染が発生した医療

機関への経営支援、患者や病院職員へのハラスメント等）を県選出の

与党国会議員に対して要請を行った。 
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【令和２年度補正予算（農業関係）の概要】 

 



4 

 

※１．４．８の対象経費は例示であり、この限定する例示ではない 

※以上のほか、次の横断的な給付金の給付がある 

①国民への給付金を一律 10万円の給付 

②売上高が前年同月対比で５割以上減少した中小・小規模事業者、個人事業主等

への持続化給付金の給付（上限：法人 200万円、個人 100万円） 
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２．国会の動き 

◇ 家畜遺伝資源２法が成立 

○  今国会に上程された農水省関係法案（５法案）は、家畜伝染病予防

法（家伝法）の成立の他、家畜遺伝資源の不適切な流出等を防ぐこと

を目的とした新法の「家畜遺伝資源の不正競争防止法」と「改正家畜

改良増殖法」が４月 17 日に可決・成立した。今秋までの施行を目指

している。 

 

○  新法は不正に利用した場合の差し止め請求措置などを定め、改正家

畜改良増殖法は、家畜人工授精所扱う精液や受精卵の管理強化などが

盛り込まれた。 

 

○  今後、「種苗法の一部を改正する法律案」、「森林組合法の一部を改

正する法律案」の審議が予定されている。 

 

３．政府・与党の動き 

○  例年であればこの時期は、６月に閣議決定される骨太方針等に向け

た政府・与党での検討が進み始める時期であるが、新型コロナウイル

スによる影響で、党の部会や政府会議体等がほとんど開催されていな

い状況にある。 

 

◇ 規制改革推進会議 

○   政府の規制改革推進会議農林水産ＷＧは４月９日、農地転用許可制

度の規制緩和を議論した。農地に農業用施設を設置する際、２㌃未満

に限り許可が不要な例外措置の面積を広げ、対象に加工・販売施設の

追加を検討している。６月までに方針をまとめ、閣議決定を目指して

いる。 

 

○  ４月 13日の規制改革推進会議では、各ＷＧより進捗報告がなされ、

農林水産ＷＧは今後の主な課題を「農産物検査」「成長段階に応じた

資金調達の円滑化」「漁獲証明制度の創設」「農協改革」等としている。 

 

○ また、４月 21日の農林水産ＷＧでは、米等の等級を証明する農産物

検査制度について、日本農林規格（ＪＡＳ）制度の一本化を視野に、

抜本的な見直しの方向を示した。しかし、ＪＡＳ規格化は農家にとっ

ては等級などの証明を得にくくなり、費用面での負担も想定されるこ

とから、今後の動向に注視する必要がある。 
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◇ 牛マルキンの算定方法の見直し 

○  自民党は４月 23 日の農林役員会で、牛マルキンの交付金単価に関

する県間の不公平感の是正等を図るため、販売価格の算定方法を県別

からブロック算定に見直すとともに、もと畜費の算定方法を実態にあ

わせ見直すこととした。 

 

○  新たな算定方法について、現行の算定方法と比較すると、交付金単

価が増加する県、減少する県等がある一方、農水省の試算（推計）に

よれば、算定方法の見直しにより、５月支払分（３月販売分）は全て

の県において発動し、多くの県で 10～20 万円の交付金単価となる見

込みとなっている。 

 

○  現在、農水省は販売価格等の算出を行う区域を定めている告示の改

正・官報掲載の手続きを進めており、５月支払分の交付金単価は、５

月 14日頃に公表される予定である。 

 

４．豚熱（ＣＦＳ）について 

○  沖縄県で発生したＣＳＦ（52～58例目）にかかる移動制限区域が

４月 14日に解除され、今般のＣＳＦの発生に伴う移動制限はすべて

解除された。 

 

○  ＣＳＦの発生等をふまえた家畜伝染病予防法の一部改正法案が４

月３日に公布され、農水省は、政省令や飼養衛生管理の指導等にかか

る指針の策定、牛や鶏を含めた飼養衛生管理基準の改正作業等を進め

ている。 

 

○  家畜伝染病予防法の改正等をふまえ、生産現場においては、飼養衛

生管理者の選任や、新たな飼養衛生管理基準の施行に向けた準備等を

進めていく必要がある。 

 

【飼養衛生管理者制度の概要】 

①飼養衛生管理者の選任（義務） 

  ・牛、豚、鶏等の全ての家畜所有者は、令和２年７月１日までに、衛生管理

区域ごとに飼養衛生管理者を一人選任し、家畜保健衛生所に報告する必要。 
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  ・飼養衛生管理者は、衛生管理区域における飼養衛生管理の責任者であり、

家畜の所有者（経営者）が自ら管理者になることも可能で、資格要件はな

い。 

  

②飼養衛生管理者の主な業務 

  ・衛生管理区域に出入りする者の管理（チェック・指導等） 

  ・衛生管理区域の従業員への飼養衛生管理基準の周知・教育等 

  ・国や都道府県から共有される家畜衛生に関する情報をふまえた対応 

 

５．本県の動き 

 ○  茨城県議会は４月 27日、臨時会を開き新型コロナウイルス感染症

拡大に伴う緊急事態措置に係る補正予算を採決した。感染予防策や

生活支援、学校休校に伴う学習支援、産業・経済対策など、総額 963

億 3,300万円を計上した。農林水産業分野では、インターネット通

販による県産品販売促進事業や学校給食での県産和牛等の提供など

を盛り込んだ。 

 

   

  



8 

 

Ⅱ 国際通商交渉等をめぐる情勢 

１．日米間交渉について 

○  日米貿易交渉は、本年１月１日の発効後４カ月以内（４月末まで）

に交渉範囲等を決める事前協議を終え、以後第２ラウンド交渉を開始

するとしていた。しかし、両国での新型コロナウイルスの感染拡大が

深刻化し、協議が進展しておらず、米国大統領選も本格化しているこ

とから、追加交渉の動きは先送りのされる模様である。しかし、米国

は依然として追加交渉に対する意欲を持っており、予断を許さない状

況が続く。 

 

○  日本政府は「自動車、自動車部品以外は想定しない」としているが、

米通商代表部（ＵＳＴＲ）が３月 31日に公表した「外国貿易障壁報

告書」では、「全ての農産品をカバーしていない」と指摘し、日本の

米や豚肉の輸入制度などにも改めて懸念を示している。関税交渉が始

まれば、品目の駆け引きは必至となり、農業分野が除外されるか不透

明である。 

 

○  また、米国の貿易専門誌は４月中旬、ＵＳＴＲの農業主席交渉官が

「ＵＳＴＲは、日本および英国との交渉の進展を望んでいるが、新型

コロナウイルスによって動きがない状態。新型コロナウイルスが収束

した暁には、英国との交渉を優先的に進めたい」と発言した旨を報じ

ている。 

 

○ 米英両政府は５月５日、自由貿易協定（ＦＴＡ）締結に向けた交渉

を開始した。大西洋をまたいだ自由貿易圏の創出を目指しているが、

医療分野などで対立が表面化しており、早期に妥結できるか不透明な

状況となっている。 

 

 

２．米国大統領選について 

 ○ 11月３日の米国大統領選挙まで残り半年余となり、再選を目指す共

和党のトランプ大統領と民主党のバイデン前副大統領による対決の構

図が固まった。 
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 ○ トランプ氏は好景気と低失業率のまま大統領選に突入するシナリオ

であったが、新型コロナウイルスの感染拡大で大きく狂った。戦術を

転換させ、「新型コロナとの戦争に勝利する」と、国民に強い指導力を

アピールし、「戦時下の大統領」を印象付ける。 

 

○  バイデン氏は民主党のオバマ政権で副大統領を務め、中央政界で 44

年間活躍した政治実績が大きい。これまで、民主党候補指名を争って

きたサンダース上院議員やオバマ前大統領からの支持が表明されて

いる。ＴＰＰはオバマ政権下で推進され、それらの自由貿易を支持し

てきたバイデン氏がＴＰＰ復帰に言及するか注目される。 

 

 

３．Ｇ20農相会議 

 ○ 新型コロナウイルスの感染拡大を受け、日米欧や中国、ロシアなど

20カ国・地域（Ｇ20）の農相は４月 21日、食料安全保障の確立に協力

することを盛り込んだ声明を採択し、小規模な家族経営を含めた農家

らの生計維持に向けた支援を強化することとした。 

 

○  江藤拓農相は、「農産物の生産と流通の流れを遮断しないよう各国

が協調する必要がある」と訴えた。新型コロナウイルスを理由に、不

必要な輸出規制をしないように呼び掛け、労働力や資材などの供給を

確保する必要性を訴えた。 

 

○  なお、日本をはじめ米国やオーストラリアなど世界貿易機関（ＷＴ

Ｏ）に加盟する 23の有志国・地域は４月 22日、農産物の輸出を規制

しないよう呼びかける共同声明を発出した。 

 


